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地域包括支援センターでの
作業療法士の業務実態

• 19箇所の地域包括支援センターに配置

資格取得後10年以上が90％
69％が常勤者

• 業務内容

・９５％ 介護予防マネジメント

・８９％ 包括的・継続的ケマネジメント

・８４％ 総合相談支援

・６３％ 権利擁護事業

• 対象年齢(多い順）

80歳代、70歳代、60歳代



相談内容



相談支援対象者



相談支援場面



相談支援内容



課題分析のための評価票



現状と課題

◎作業療法士が得意としている業務(現状）

• 住環境調整における対象者の能力評価

• 住環境調整とＩＡＤＬ獲得への支援

しかし

◎配置身分に関する課題

• 主任ケアマネでの配置のために専門職としての
役割が明確でない場合は一時相談への対応が
多くなる

• 包括マネジメントが必要な対象者への対応ができ
ていない。



「IADLに自信が持てるようになり、
再び町内会の役員活動へ参加ができるようになった事例」

①一般情報：
80歳代、女性。子育てや家事中心に生活。20年前に夫が他界し一人暮

らしとなる。趣味は編み物やカラオケ。老人会の役員やお寺の世話役など
の社会貢献的な活動を行っていた。大腿骨骨頭壊死による人工関節置換の
治療のため入院。

②相談の契機：
入院先のPTより電話相談あり。3日後に外出訓練として自宅に出向く。

退院に向けての住宅改修等検討したいので、と同席を要請される。

＜地域包括支援センターの作業療法士が関与した事例＞



【入院から在宅へ】

いつ どこで 支援内容

9月初旬

電 話 の
翌日

入院先の病
院訪問

退院に向けての本人意思確認：必要な
サービス内容、事業者の選択を本人と相
談。

退院後の在宅生活に向
けての調整
（対応時間：約1時間）

電話3日
後

自宅訪問 病院ＰＴ、住宅改修事業者、ヘルパーも
同席し支援内容を検討。
①住宅改修調整（玄関、トイレ、浴室、
脱衣室、洗濯物干し場への出入り部分）
、福祉用具（シャワーチェア）購入、②
訪問介護（掃除、買い物中心）は週2回
利用、③訪問リハは週1回を1ヶ月間、送
迎付きの通院リハを週3回利用。

支援検討会議
（対応時間：約1時間30分）

＜地域包括支援センターの作業療法士が関与した事例＞



【在宅生活安定に向けて】

いつ どこで 支援内容

9月中旬
退院1週
間後

自宅訪問 認定結果（要支援2）と住宅改修状況、生活

状況を確認
（退院当日にあわせて住宅改修が完了され
るよう着工を調整）

モニタリングと訪問リハ
終了の見極め
（対応時間：約1時間）

10 月 中

旬
自宅訪問 生活状況確認。家の中は杖使用せず歩行可

能。近隣友人の支援もあり、地域のカラオ
ケへの参加を始める。予定通り、訪問リハ
終了。

サービス利用調整
（対応時間：約40分）

11 月 ～
12 月 中
旬

自宅訪問 生活状況確認。屋外歩行は、近隣有人の支
援もあり、買い物や地域のカラオケへの継
続的参加を確認。予定通り通院リハ終了を
確認

サービス利用調整
（対応時間：約40分）

12 月 中

旬
電話 サービス利用調整

（通院リハ終了を確認）

＜地域包括支援センターの作業療法士が関与した事例＞



【地域社会参加】
いつ どこで 支援内容

翌年1月 電話連絡 本人の依頼により、役員活動担当者に事前に状
況説明し、配慮を依頼する（町内会役員活動に
久しぶりに参加）。

社会参加に向けた地域
住民との支援調整

2月 自宅訪問 認定結果は要支援1。本人申し出により訪問介護
(掃除中心)を週1回に変更（通院に際し、歩行訓
練の意識を強く持ち、自ら歩いていることを確
認）。

更新申請を受けての
サービス担当者会議
(対応時間：約40分)

3月 通院先の病院
で偶然出会う

近況の確認（週3回程度、物理療法目的で通院。
片道約20分の距離を杖なし自立歩行で通院）

活動性拡大の見守りと
自信の強化

4月 通院先の病院
で偶然出会う

近況を確認（本人より「そろそろヘルパーさん
に来てもらうのを終わりにしようかと思ってい
る」との発言あり。

5月 自宅訪問 訪問介護事業所のサービス提供責任者と調整。
本人の状態と生活状況を把握後、掃除用具の工
夫等を提案し、あと1ヵ月後に本人に確認のうえ
、サービス利用終了に向けた調整を行う。

サービス利用調整
(対応時間：約40分)

6月
(9ヵ月後)

電話 予定通りサービス終了となる。 サービス利用調整
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人口規模 高齢化率

介護保険認定
者

独居高齢者

１．地域情報の確認
地域特性に合わせた事業実施のための基礎情報を確認しておく。

※実施業務に関連する所属市町村の地域情報 （例）

業務把握シート：
シートは①地域情報、②担当業務、③実施事業を確認する内容
で構成されている



事業名

事業の位置づけ 事業実施要綱等から、施策における事業の位置づけや事業実施の根
拠となっている法制度等を確認する。

目的 事業を実施する目的を確認する。事業のねらい、事業実施により期待
できる変化、得られる効果の予測。

事業構成要素 事業の対象者、対象者の選定、実施場所や頻度、事業実施に関係す
る機関・組織との連携および事業運営方法など、事業実施に必要な要
件を確認する
（関わる人・職員体制と役割など）、事業実施に必要な人（対象者と運
営に関わる人）、物（実施場所）、金（予算・費用）に関すること等

２．事業実施背景の確認
担当事業について施策上の位置づけ、目的、実施計画を確認する



対象者把握方法 事業の参加対象者、選定方法など

評価 事業目的としたことを参加対象者の変化で確認するため
の手段（評価内容）、事業評価のための手段

支援計画 事業実施計画・実施の手順

実施 実施した内容

再評価 個別再評価 参加者の事業終了後の変化

事業評価 事業効果

次年度の事業計画 実施結果を踏まえた次年度計画

３．事業実施手順の確認（事業のフローチャート）
事業対象の個人の個人評価だけではなく、地域課題解決手段としての
事業結果を整理、確認する。







事業の全体像
























